
Ⅰ 実地検査における
指摘事項及びチェック
ポイント（運営管理）

令和６年度

福祉局指導監査部指導第一課

施設サービス検査担当
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介護老人保健施設



１ 実地検査における主な指摘事項及びチェックポイント
（１） 人員基準を満たした職員配置

（２） 建物設備等の適正な管理

（３） 事故防止対策の実施

（４） 令和６年４月１日から実施が義務付けとなった事項

 （令和６年３月３１日 経過措置終了事項）

（５） 東京都介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに

 運営の基準に関する条例等の主な改正内容

（令和６年４月１日施行）

（６） 介護報酬

２ 関係法令等について
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内容



（１） 人員基準を満たした職員配置

【指摘事例】

◼ 常勤の支援相談員が配置されていなかった。

◼ 薬剤師が配置されていなかった。

◼ 薬剤師の勤務実績の確認ができなかった。

（ユニット型）

◼ 常勤のユニットリーダーを配置していなかった。

◼ 勤務表や各種書類からユニットリーダーの配置を確認できな
かった。
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１ 実地検査における主な指摘事項及びチェック
ポイント



（１） 人員基準を満たした職員配置
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支援相談員

◇ 介護老人保健施設は、常勤の支援相談員を１名以上（入所者の数が

100を超える場合にあっては、常勤の支援相談員１名に加え、常勤換算

方法で、100を超える部分を100で除して得た数以上）配置しなければな

らない。（都老健条例第４条第１項第４号、都老健規則第３条第１項第３

号、都老健要領第２の４）

【チェックポイント】
 常勤の支援相談員を配置していますか。
 入所者の数が100を超える場合、常勤の支援相談員１人に加え、常勤

換算方法で、100を超える部分を100で除して得た数以上、配置してい
ますか。

 勤務体制を、勤務表により明確にしていますか。



（１） 人員基準を満たした職員配置
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薬剤師

◇ 介護老人保健施設は、入所者の数を300で除した数以上を標準と

して、薬剤師を配置しなければならない。

（都老健条例第４条第１項第２号、都老健規則第３条第１項第１号、都

老健要領第２の２）

【チェックポイント】
 入所者の数を300で除した数以上を標準として、薬剤師を配置していま

すか。
 勤務体制を、勤務表により明確にしていますか。
 勤務実績を、出勤簿（タイムカード）により明確にしていますか。



（１） 人員基準を満たした職員配置
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ユニットリーダー

◇ ユニット型介護老人保健施設は、入居者が安心して日常生活を送る

ことができるよう継続性を重視したサービスの提供に配慮する観点から、

ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置しなければならない。

（都老健条例第４７条、都老健規則第１３条、都老健要領第５の５）

【チェックポイント】
 ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置していますか。
 ユニットケアリーダー研修を受講していますか。（当面は、各施設に2名

以上配置）
 勤務体制を、勤務表により明確にしていますか。



（１） 人員基準を満たした職員配置
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常勤とは

◇ 当該介護老人保健施設における勤務時間数が、当該施設において定
められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時
間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達していることを
いうものである。

 ただし、以下①から③の措置が講じられているものについては、利用者
の処遇に支障がない体制が施設として整っている場合は、例外的に常勤
の従業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことが可能となる。

 ① 母性健康管理措置（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保等に関する法律第１３条第１項に規定する措置）

 ② 育児・介護休業法による所定労働時間の短縮等の措置
 ③ 「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」（厚生労

働省作成）に沿って事業者が自主的に設ける所定労働時間の短縮措置
（③は令和６年度新設）

（都老健要領第２の９）



（１） 人員基準を満たした職員配置
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【チェックポイント】
 勤務時間数は、就業規則等で定められた常勤の従業者が勤務すべき

時間数に達していますか。

〈就業規則等における勤務すべき時間数が週32時間を下回っている場合〉
 人員基準において常勤要件が設けられている従業者については、勤務

時間を週32時間で算定していますか。
 人員基準において常勤換算方法で員数が定められている場合、週32時

間で算定していますか。

※ 母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の
短縮等の措置が講じられているものについては、週３０時間以上の勤務で
、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を
満たすものとし、１として取り扱うことが可能。



（２） 建物設備等の適正な管理

【指摘事例】

◼ 許可を受けずに、

療養室を倉庫に変更していた。

浴室、理美容室を倉庫として使用していた。

利用者トイレの一部を倉庫として使用していた。

◼ 認知症ケア加算算定の必要設備である家族介護教室の一部
を倉庫として使用していた。
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（２） 建物設備等の適正な管理
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建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示）の変更

◇ 介護老人保健施設の開設者が、当該介護老人保健施設の建物の構造

概要及び平面図（各室の用途を明示するものとする。）を変更しようとする

ときは、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（都老健条例第５条、都老健規則第４条、都老健要領第３の２）

（介護保険法第９４条第２項、介護保険法施行規則第１３６条第１項第７号

及び第２項）

【チェックポイント】
 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示するものとする。）を変

更するときは、事前に都の運営所管課（高齢者施策推進部施設支援課）
に対し、相談し、その指示に従っていますか。



（２） 建物設備等の適正な管理
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家族介護教室（認知症ケア加算を算定している場合）

◇ 介護保健施設サービスに係る認知症ケア加算を算定している介護老人

保健施設は、日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認め

られることから介護を必要とする認知症の利用者に対して、介護を必要と

する認知症利用者の家族に対する介護方法に関する知識及び技術の提

供のために必要な施設を設けなければならない。

（都老健条例第５条、都老健規則第４条、都老健要領第３の２）

（介護保険法第９４条第２項、介護保険法施行規則第１３６条第１項第７号

及び第２項、厚告第２１号、厚労告第９６号）

【チェックポイント】
 認知症ケア加算を算定している場合、家族介護教室を本来の目的に使

用できる状態にしていますか。



（３） 事故防止対策の実施

【指摘事例】

◼ 事故防止委員会を事故発生の防止のための指針どおりに
開催していない。

◼ 事故発生の防止のための職員研修を新規採用時及び年2

回以上実施していない。

◼ 事故報告書は作成されているが、入所者の家族等へ連絡
したことが記録上確認できない。

◼ 事故が発生したにもかかわらず、区市町村に対し、報告を
行っていない。
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（３） 事故防止対策の実施

13

事故の発生及び再発を防止するための措置

◇ 介護老人保健施設は、

①事故報告の方法その他必要な事項が記載された事故発生防止のための
指針を整備し、②事故が発生した場合等に適切に報告され、かつ、改善策
を従業者に十分周知することができる体制を整備し、③事故発生防止に係
る対策を検討するための委員会を定期的に開催し、④従業者に定期的な研
修を実施し、⑤専任の担当者を置かなければならない。

（都老健条例第３８条、都老健規則第１０条、都老健要領第４の３３）

【チェックポイント】
 事故報告の方法等必要な事項が記載された指針を整備していますか。
 指針に基づき、委員会を開催し、研修を定期的に実施していますか。
 事故発生等防止措置を実施するための専任の担当者はいますか。
 （安全対策体制加算算定の場合）当該担当者は外部研修を受講してい

ますか。



（３） 事故防止対策の実施
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事故発生時の対応

◇ 介護老人保健施設は、入所者に対する介護保健施設サービスの提供

により事故が発生した場合は、速やかに区市町村、入所者の家族等に連

絡を行うとともに、当該事故の状況及び処置についての記録その他必要

な措置を講じなければならない。

（都老健条例第３８条第２項）

【チェックポイント】
 事故発生時は、入所者の家族等へ連絡を行うとともに、実施した対応に

ついてもれなく記録していますか。
 区市町村の事故報告取扱要領に基づき、区市町村へ報告していますか。
 委員会では事故の報告だけではなく、原因分析や再発防止策の検討及

び検証を行い、職員へ周知していますか。
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１ 感染症対策の強化

  感染症の予防及びまん延の防止のための訓練（シミュレーシ

ョン）の定期的実施

２ 業務継続に向けた取組の強化

感染症や非常災害の発生時において、入所者に対するサービ

スの提供を継続的に行い、及び非常時の体制で早期の業務再

開を図るための業務継続計画（ＢＣＰ）の策定、職員への周知、

研修及び訓練の定期的実施、定期的なＢＣＰの見直し

３ 認知症介護基礎研修の受講の義務付け

      全ての職員（医療又は福祉に係る資格を有する者を除く。）に

認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置

（４）令和６年４月１日から実施が義務付けとなった事項 

（令和６年３月３１日 経過措置終了事項）
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４ 高齢者虐待防止の推進

 虐待防止に係る運営規程の整備、虐待防止に係る委員会

 の定期的な開催、指針の整備、研修の実施、担当者の設置

５ 口腔衛生管理の強化

 口腔管理体制の整備及び各入所者の状態に応じた口腔

 衛生の管理の計画的な実施

６ 栄養ケア・マネジメントの充実

 各入所者の状態に応じた栄養管理の計画的な実施



（５）東京都介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運
営の基準に関する条例等の主な改正内容（令和６年４月１日施行）
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１  医療機関との連携強化（条例第32条、規則第9条の2）
  ①  下記の要件を満たす協力医療機関の確保の義務付け
     ア 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談

対応を行う体制を常時確保していること
     イ  診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること
     ウ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医

療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入
所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること（病院に限る）

  （※ 令和９年３月３１日までは努力義務。複数の医療機関により満たすことも可。）

② １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた
場合等の対応を確認し、協力医療機関の名称等を都知事へ届出することを
義務付け

  ③  協力医療機関等から退院が可能となった入所者の速やかな再入所を
努力義務化

  ④  感染症に係る第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症発生時等
の対応を取り決めることを努力義務化

  ⑤  協力医療機関が第二種協定指定医療機関の場合は 、新興感染症
発生時等の対応についての協議を義務づけ
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２  運営規程の概要等の重要事項のウェブサイトへの掲載義務
付け（条例第33条第3項） ※令和７年３月３１日までは適用外

３  介護ロボット・ＩＣＴ等の活用による質の確保と業務負担軽減
（条例第38条の3） ※令和９年３月３１日までは努力義務
入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の
負担軽減に資する方策を検討するための委員会の定期的な
開催を義務付け

４  ユニット型施設管理者研修受講の努力義務化（条例第47条
第5項）

５  施設長の兼務要件の明確化（規則第６条）
施設長の兼務について、管理上支障がない場合は、同一

敷地内における他の事業所、施設等でなくても差し支えない
ことを明確化



（６） 介護報酬

【指摘事例】（人員配置）

◼ 夜勤職員配置加算：認知症専門棟とそれ以外の部分のそれぞ
れで、職員の必要数（暦月ごとの1日平均夜勤職員数）を満た
していないにもかかわらず、算定していた。

◼ 中重度ケア体制加算（通リハ）：サービス提供時間帯を通じて
専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる看護職員
を１名以上配置していないにもかかわらず、算定している日が
見受けられた。

◼ リハビリテーション提供体制加算（通リハ）：サービス提供時間
帯を通じて、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の合計
数が利用者の数が25又はその端数を増すごとに1以上でない
にもかかわらず、算定している日が見受けられた。
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（６） 介護報酬

【指摘事例】

◼ 栄養マネジメント強化加算：管理栄養士を常勤換算方法で入
所者の数を50で除して得た数以上配置する必要があるが、該
当職員が併設事業所と兼務しており、必要時間数を満たして
いないのもかかわらず、算定していた。

◼ 所定疾患療養費（Ⅰ・Ⅱ）：肺炎の者又は尿路感染症の者に対
しては診療に当たり検査を行った場合に限り算定できるが、検
査を行っていないにもかかわらず、肺炎の入所者について、算
定している事例が見受けられた。
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（６） 介護報酬

【指摘事例】

◼ 療養食加算について、心臓疾患の減塩食を塩分総量6.0ｇ未満
で提供していないにもかかわらず、算定していた。

◼ 経口維持加算（Ⅰ）について、食事の観察及び会議等を月１回
以上開催しておらず、また、入所者又は家族に対する経口維
持計画の同意が得られた日の属する月より以前から、算定し
ていた。
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（６） 介護報酬

【令和６年４月１日から施行された新規加算】

（１）退所時栄養情報連携加算

（２）協力医療機関連携加算（別記）

（３）認知症チームケア推進加算

（４）高齢者施設等感染対策向上加算

（５）新興感染症等施設療養費

（６）生産性向上推進体制加算
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【厚生労働省ホームページ参照】     
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001230329.pdf#page=220

 令和６年度介護報酬改定について ＞ 令和６年度介護報酬改定の概要

   ＞令和６年度介護報酬改定における改定事項について （ｽﾗｲﾄﾞ 220～222）

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001230329.pdf#page=220


（６） 介護報酬

（２）協力医療機関連携加算（新規）

協力医療機関との間で、入所者の同意を得て、当該入所者の病歴等の情報を共有
する会議（※）を定期的に（概ね月1回以上）開催し、その概要を記録している場合は、
次に掲げる区分に応じ、1月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

(１)  当該協力医療機関が、下記基準に掲げる要件を満たしている場合

  50単位（令和７年３月31日までの間は100単位）

(2) (1)以外の場合 5単位
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【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第30条第1項】

一 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、
常時確保していること。

二 当該介護老人保健施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常
時確保していること。

三 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護老人保健施設の医師又は協力医
療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を
原則として受け入れる体制を確保していること。（病院に限る。）

（※） 複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を
満たす場合は、それぞれの医療機関と会議を行う必要がある。



（６） 介護報酬

＜介護報酬（加算）算定時の注意点＞

① 届出をしている加算を算定しているか。

② 加算の算定要件を全て満たしているか、確認してく
ださい。

③ 加算算定の根拠資料を作成し、保管しているか。

④ 加算算定の根拠となる資料を、組織内で複数の目
で確認し、要件を満たしたうえで算定しているか。

⑤ 定員超過利用・人員基準欠如の場合、算定できな
い加算があります。
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（６） 介護報酬

告示第２１号 告示第９４号
別表
２ 介護保健施設サービス

ワ 療養食加算（抜粋）
注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事
に届け出た介護老人保健施設が、別に厚生労働大臣が定める療養
食（→告示第９４号）を提供したときは、1日につき3回を限度と
して、所定単位数を加算する。

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている
こと。

ロ 入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の
食事の提供が行われていること。

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準（→告示第９
５号）に適合する介護老人保健施設において行われていること。

６６ 指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護保健施設サービ
スのワの注の厚生労働大臣が定める療養食
第２３号に規定する療養食

⇒２３ 指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護費
のニの注の厚生労働大臣が定める療養食
疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき

提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、
肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風
食及び特別な場合の検査食

25

例示：療養食加算



（６） 介護報酬

告示第９５号 老企第４０号

３５ 短期入所生活介護費、短期入所療養介護費、地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護費、介護福祉施設サービス、介護保健
施設サービス、介護療養施設サービス及び介護医療院サービス並
びに介護予防短期入所生活介護費及び介護予防短期入所療養介護
費における療養食加算の基準

通所介護費等算定方法第３号、第４号、第１０号、第１２号、
第１３号及び第１５号並びに第１７号及び第１８号に規定する基
準のいずれにも該当しないこと。

※定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

第２ 居宅サービス単位数表（短期入所生活介護費から特定施設入居
者生活介護費に係る部分に限る。）及び施設サービス単位数表

６ 介護保健施設サービス
（３２） 療養食加算について

５の（３２）を準用する。

⇒５ 介護福祉施設サービス
（３２） 療養食加算について

２の（２１）を準用する。（以下略）

⇒２ 短期入所生活介護費
（２１） 療養食加算について

①～③（略）
④ 減塩食療法等について
心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準

じて取り扱うことができるものであるが、高血圧症に対して減
塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならないこと。
また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の

減塩食については、総量６．０g未満の減塩食をいうこと。
（以下略）
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例示：療養食加算

⇒加算の算定要件のうち、老企第40号の要件を満たしていないため、算定できない。



（６） 介護報酬

＜算定要件＞

◆「告示第２１号」＝指定施設サービス等に要する費用の額の
算定に関する基準
（平成１２年２月１０日厚生省告示第２１号）

◆「老企第４０号」＝指定居宅サービスに要する費用の額の算
定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活
介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額
の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成１２年３月８日老企第４０号）
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（６） 介護報酬

＜算定要件＞

◆「告示第９４号」＝厚生労働大臣が定める基準に適合する
利用者等（平成２７年３月２３日厚生労働省告示第９４号）

◆「告示第９５号」＝厚生労働大臣が定める基準
（平成２７年３月２３日厚生労働省告示第９５号）

◆「告示第９６号」＝厚生労働大臣が定める施設基準
（平成２７年３月２３日厚生労働省告示第９６号）

◆厚生労働省ホームページ「介護サービス関係Ｑ＆Ａ」 ほか
28



（６） 介護報酬

＜減 算＞

（１）定員超過利用による減算

（２）人員基準欠如による減算

（３）夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない

場合による減算

（４）ユニットにおける職員に係る減算

（５）身体拘束廃止未実施減算（別記）

（６）安全管理体制未実施減算

（７）高齢者虐待防止措置未実施減算 （新規）

（８）業務継続計画未実施減算 （新規）

（９）栄養管理に係る減算
29



（６） 介護報酬

＜減 算＞

（５）身体拘束廃止未実施減算
厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算として、

所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数から減算する。（告示第21
号別表2イ・ロ注3）

身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等が行われていた場
合ではなく、介護老人保健施設基準第13条第5項又は第43条7項の記録（介護老人
保健施設基準第13条第4項又は第43条第6項に規定する身体拘束等を行う場合の記
録）を行っていない場合及び介護老人保健施設基準第13条第6項又は第43条第8項
に規定する措置を講じていない場合に、入所者全員について所定単位数から減算す
ることとなる。 具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対
策を検討する委員会を3月に1回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のため
の指針を整備していない又は身体的拘束等の適正化のための定期的な研修を実施し
ていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実
が生じた月から3月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することと
し、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、入所者全員に
ついて所定単位数から減算する。（老企第40号第2の6(7)）
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（６） 介護報酬

＜減 算＞

（７）高齢者虐待防止措置未実施減算 （新規）
 厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算

として、所定単位数の100分の1に相当する単位数を所定単位数から減算する。 （告
示第21号別表2イ・ロ注5） 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、施設において高齢者虐待が発生した
場合ではなく、介護老人保健施設基準第36条の2（介護老人保健施設基準第50条に
おいて準用している場合も含む。）に規定する措置を講じていない場合に、入所者全
員について所定単位数から減算することとなる。 具体的には、虐待の防止のための
対策を検討する委員会を定期的に開催していない、虐待の防止のための指針を整備
していない、虐待の防止のための研修を年2回以上実施していない又はこれらを適切
に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都
道府県知事に提出した後、事実が生じた月から3月後に改善計画に基づく改善状況を
都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月ま
での間について、入所者全員について所定単位数から減算する。（老企第40号第2の
6(9)）
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（６） 介護報酬

＜減 算＞

（８）業務継続計画未実施減算 （新規）
 厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未実施減算として

、所定単位数の100分の3に相当する単位数を所定単位数から減算する。 （告示第
21号別表2イ・ロ注6） 

  業務継続計画未実施減算については、介護老人保健施設基準第26条の2第1項
（介護老人保健施設基準第50条において準用する場合を含む。）に規定する基準を
満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月
の初日である場合は当該月）から基準を満たさない状況が解消されるに至った月ま
で、当該施設の入所者全員について、所定単位数から減算する。

なお、経過措置として、令和７年３月31 日までの間、感染症の予防及びまん延の
防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定している場合には、当
該減算は適用しないが、義務となっていることを踏まえ、速やかに作成すること。（老
企第40号第2の6(10)）
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【厚生労働省ホームページ参照】 （令和６年度新規減算について）  

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001230329.pdf#page=49

 令和６年度介護報酬改定について ＞ 令和６年度介護報酬改定の概要

   ＞令和６年度介護報酬改定における改定事項について （スライド 49～50）

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001230329.pdf#page=49


２ 関係法令等について

33

・介護保険法

・介護保険法施行規則

・東京都介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例

・東京都介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例施行規則

・東京都介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例施行要領

【都ホームページ参照】

東京都福祉局＞高齢者＞高齢者施設＞介護老人保健施設＞条例・規則・要領

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/rouken/zyourei-kisoku-youryou.html

【厚生労働省ホームページ参照】

令和６年度介護報酬改定について

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/rouken/zyourei-kisoku-youryou.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html
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ご視聴ありがとうございました。
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